
原子力規制委員会原子力規制庁 作成責任者

政策・施策名
１．原子力・放射線施設の安全確保

２．危機管理体制の整備及び事故時の影響緩和
３．原子力規制行政に対する信頼の確保

事業番号 022(057,091)

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （環境省）
事業名 地層処分に係る地質評価手法等の整備 担当部局庁

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

本事業では、事業者の立地選定調査結果を含む埋設許可申請書の妥当性を確認するための判断指標（立地基準）の策定等のために必
要となる、自然事象及び地質環境に関する調査・評価方法等についての知見の整備を目的とする。また、安全審査においては地質環境
データに基づく設計及び安全評価が行われるため、安全審査の基本的考え方の策定に資する技術的根拠を整備する。

事業開始・
終了(予定）年度

平成２２年度・平成２６年度 担当課室
安全規制管理官（廃棄物・貯蔵・輸送担

当）
安全規制管理官（廃棄物・貯
蔵・輸送担当）  小原　薫

会計区分 エネルギー対策特別会計(電源開発促進勘定)

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

本事業では、高レベル放射性廃棄物等の地層処分に係る規制・基準のうち、地質環境の数万年を超える長期の挙動を判断するための指
標（立地基準）の策定等に必要となる、地震、火山等の自然事象や地下水、岩盤等の地質環境に関する調査・評価手法の構築及びその
適用性の確認や不確実性を低減するための手法の整備を行う。また、地質・気候関連事象の長期予測モデル及び地質環境条件評価モ
デルの整備を通して、安全審査の基本的考え方の策定に資する技術的根拠として整備する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特別会計に関する法律第８５条第６項
特別会計に関する法律施行令第５１条第７項第９号

関係する計画、
通知等

特定放射性廃棄物の最終処分に関する
基本方針及び計画（平成２０年３月１４日閣議決定）

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 446 440 425 344

補正予算 - - - -

繰越し等 - - - -

計 446 440 425 344

執行額 414 373 399

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

24年度
目標値

（　　年度）

高レベル放射性廃棄物等の最終処分施設の事業許可
申請に係る審査において、その立地調査結果の妥当性
を判断するための指標（立地基準）の策定に資する技
術的根拠等が整備されること。
※立地基準等の技術的根拠の整備に関しては、定量的
指標を示すことは困難である。

成果実績 - - - - -

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見
込み）

報告書
数

10 9 9

-

-

(  12  ) (  10  ) (  9  ) (  7  )

単位当たり
コスト

44,333 (千円／件) 算出根拠
24年度の執行額（399百万円）と24年度の報告書件数（9件）から算出さ
れた値

立地基準の策定に資する調査・評価手法の構築及びそ
の適用性の確認等のため、本事業の一部として作成さ
れた事業報告書の件数

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

人件費 236

57

諸経費 6

調査関係費

一般管理費 30

消費税 16

計 344百万円

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目

25年度24年度23年度22年度

予算額・
執行額

（単位:百万円）

執行率（％） 92.8% 84.8% 93.9%



事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
高レベル放射性廃棄物等の地層処分の処分施設の安
全審査において、国は立地調査結果の妥当性を判断す
るための指標（立地基準）を策定する必要がある。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

本事業の受託先は一般競争入札により決定し、再委託
先についても受託者が一般競争入札を行うなどして決
定していることから、中間段階における支出の合理化が
図られていると認められる。
また、確定検査を行い、委託金の使用が事業目的に即
し、真に必要なものに限定されていることを確認してい
る。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） －

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

本事業によって得られた知見は、立地基準策定のため
の検討における重要な技術資料となる。活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－
事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

点
検
結
果

資金の流れ及び費目・使途については、確定検査を通じて確認を行い、妥当なものであることを確認した。また、事業の実施に当たっては、事業者が
適宜、規制機関に計画・進捗状況及び事業結果を確認しつつ事業を進めており、計画的かつ効率的に事業を実施していたと認められる。さらに、その
成果は審査における立地基準の検討等において有効に活用される。

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

348平成22年 - 平成23年 559 平成24年



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

原子力規制委員会

４２５百万円

A. （独）産業技術総合研究所

３９９百万円

【一般競争入札】

地層処分に係る地質評
価手法等の整備

B. 民間企業（１６者）
８２百万円

D. 大学（８者）
４４百万円

【一般競争入札】 【随意契約】

試料分析・測定、ソフト
ウェア改良等

試料分析・測定、微生
物解析等

C. 民間企業（９者）
７百万円

【随意契約】

試料分析・測定等



請負費 資料分析・測定、ソフトウェア改良等

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0

装置保守費 分析機器 5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

Ｂ.民間企業（（株）地球科学研究所） F.

使　途

請負費 地下水試料放射性塩素同位体分析 6

計

Ｃ.民間企業（日鉄鉱コンサルタント（株）） G.

0

0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Ａ.（独）産業技術総合研究所 E.

費　目

旅費 職員旅費

133

物品購入費 分析機器、ソフトウェア、消耗品等 158

人件費 補助職員 64

その他 一般管理費 24

14

その他 委員謝金、委員旅費、翻訳費等 1

計 399 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

0計 6

金　額
(百万円）

請負費 島弧火山噴出物の水素同位体比測定 1

金　額
(百万円）

計

Ｄ.大学（東京大学） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 1

請負費 微生物・コロイド相互作用解析 17

計 17 計



支出先上位１０者リスト
A.独立行政法人産業技術総合研究所

B.民間企業（１６者）

C.民間企業（９者）

D.大学（８者）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （独）産業技術総合研究所 地層処分に係る地質評価手法等の整備 399 1 99%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）地球科学研究所
地下水試料放射性塩素同位体分析 6 1 非公表

地下水試料低レベルトリチウム分析 4 1 非公表

2
日鉄鉱コンサルタント
（株）

第四紀火山の同位体組成分析 4 1 非公表

第四紀火山の全岩化学組成分析 2 2 非公表

岩石化学分析（地下水年代） 1 1 非公表

3 中外テクノス（株） 原位置微生物解析 8 1 非公表

4 （株）コベルコ科研 コロイド濃縮及びコロイド用微量元素分析 7 1 非公表

5
（株）オープン・ジー・ア
イ・エス

地質断層データ作成 7 1 非公表

6 （株）大林組 浸透圧濃度依存性データの取得 7 1 非公表

7 （株）ＩＨＩ 地下水水質変動モデル解析 6 1 非公表

8 （株）三菱総合研究所 既往成果論文アーカイブ化 6 1 非公表

9 （株）海洋先端技術研究所
テクトニクス解析ソフトウェア機能追加（プレート境界データ処理）
及び関連資料作成業務

5 1 非公表

10
（株）ダイヤコンサルタン
ト

地質変動事象の影響予測に関する国際的知見の集約 4 1 非公表

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
日鉄鉱コンサルタント
（株）

島弧火山噴出物の水素同位体比測定 1 随意契約 －

島弧火山噴出物の酸素同位体比測定 1 随意契約 －

島弧火山噴出物の全岩化学分析 0.5 随意契約 －

2 （株）島津製作所

岩石空隙構造測定 0.5 随意契約 －

比表面積測定 0.5 随意契約 －

粉末試料の比表面積測定 0.5 随意契約 －

3
（株）京都フィッション・
トラック

第四紀火山高精度FT年代測定 0.9 随意契約 －

4 （有）岩本鉱産物商会 第四紀火山薄片作成 0.8 随意契約 －

5 （有）電脳郷 第四紀火山データベースのクリッカブルマップ作成 0.5 随意契約 －

6 （株）地球科学研究所
放射性炭素年代測定 0.1 随意契約 －

地下水試料硫黄同位体分析 0.4 随意契約 －

7 パリノ・サーヴェイ（株） 陽イオン交換能測定 0.3 随意契約 －

8 綜合開発（株） 試料粉砕・鉱物分離 0.2 随意契約 －

9 （株）加速器分析研究所 放射性炭素年代測定 0.1 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東京大学 微生物・コロイド相互作用解析 17 随意契約 －

2 名古屋大学 地下水中微量溶存ガス測定 8 随意契約 －

3 金沢大学 地下水中溶存有機物測定 6 随意契約 －

4 島根大学 断層岩化学・同位体およびメスバウワー分析 6 随意契約 －

5 愛媛大学 マイクロスケール連成挙動解析 2 随意契約 －

6 茨城大学 沿岸地形侵食活動予測手法の開発 1 随意契約 －

7 高知大学 テクトニクス変換に伴う地質断層の再活動性評価手法の検討 1 随意契約 －

8 日本大学 連成解析のモデル化スケールの比較 1 随意契約 －


